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平成１８年３月期 第３四半期業績の概況         平成 18 年 1 月 24 日 

 

上 場 会 社 名  東洋建設株式会社          （コード番号：1890  東・大 第一部） 

（ＵＲＬ http://www.toyo-const.co.jp/ ） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 赤井 憲彦 

問合せ先責任者 役職名 総 務 部 長 氏名 霜山 次男    （ＴＥＬ：03-3296-4611） 

 

 

１． 平成 18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日） 

 

（１）連結業績予想          （百万円未満切捨） 

 売上高 

平成 18 年 3 月期予想 168,000 百万円   22.7％ 

平成 17 年 3 月期実績 136,970 百万円  △15.1％ 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

（２）個別業績予想                          （百万円未満切捨） 

 売上高 受注高 

平成 18 年 3 月期予想 145,000 百万円   27.9％ 133,000 百万円  △13.0％ 

平成 17 年 3 月期実績 113,409 百万円  △17.3％ 152,926 百万円   22.3％ 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

【連結・個別業績予想に関する定性的情報等】 

 業績予想につきましては、平成 17 年 9 月 12 日に公表いたしました予想数値と変更はありません。 

 

 

２． 平成 18 年 3 月期第 3 四半期業績の概況(平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 12 月 31 日) 

 

（１）個別受注実績                （百万円未満切捨） 

 受注高 

平成 18 年 3 月期第 3 四半期 85,482 百万円    1.8％ 

平成 17 年 3 月期第 3 四半期 83,988 百万円   10.6％ 

(注)①受注高は、当該四半期までの累計額 

②パーセント表示は、前年同四半期比増減率 
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(参考)受注実績内訳                          （百万円未満切捨） 

区   分 
平成 18 年 3 月期 

第 3 四半期 

平成 17 年 3 月期 

第 3 四半期 
比 較 増 減 増減率 

国 内 官 公 庁 47,834 （ 56.0%） 35,003 （ 41.7%） 12,831  36.7% 

国 内 民 間 5,164 （  6.0%） 9,357 （ 11.1%） △4,193  △44.8% 

海    外 3,166 （  3.7%） 9,375 （ 11.2%） △6,209  △66.2% 

土

木 

計 56,164 （ 65.7%） 53,735 （ 64.0%） 2,429  4.5% 

国 内 官 公 庁 5,419 （  6.3%） 4,828 （  5.7%） 591  12.2% 

国 内 民 間 23,133 （ 27.1%） 24,821 （ 29.6%） △1,688  △6.8% 

海    外 385 （  0.5%） 24 （  0.0%） 361  － 

建

築 

計 28,938 （ 33.9%） 29,673 （ 35.3%） △735  △2.5% 

国 内 官 公 庁 53,253 （ 62.3%） 39,831 （ 47.4%） 13,422  33.7% 

国 内 民 間 28,297 （ 33.1%） 34,178 （ 40.7%） △5,881  △17.2% 

海    外 3,551 （  4.2%） 9,399 （ 11.2%） △5,848  △62.2% 

建 

 

設 

 

事 

 

業 

合

計 

計 85,102 （ 99.6%） 83,408 （ 99.3%） 1,694  2.0% 

そ の 他 の 事 業 379 （  0.4%） 580 （  0.7%） △201  △34.7% 

合   計 85,482 （100.0%） 83,988 （100.0%） 1,494  1.8% 

(注)（ ）内のパーセント表示は、構成比率 

 

【個別受注実績に関する定性的情報等】 

当該四半期の個別受注実績は、国内民間土木工事及び海外工事において、前年第１四半期に受注

した大型工事の反動により減少しましたが、国内官公庁土木工事の増加により、建設事業全体とし

ては、前年同四半期比 2.0％増の約 851 億円となりました。 

当期の受注高は、予想数値に対しまして、概ね順調に推移しております。 

 

（２）当該四半期において企業集団の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えた事象 

平成 17 年 11 月 10 日に発行しました総額 50 億円の第 1 回無担保転換社債型新株予約権付社債

につきましては、平成 17 年 12 月 19 日をもちまして、株式への転換行使が完了しました。これに

より、資本金及び資本準備金の額がそれぞれ約 25 億円増加しております。 

 

以  上 

 


